　資料５　









令和８年度
広島県庁舎議事堂食堂事業者の募集に係る様式集




















広島県議会事務局総務課
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別記様式第３号（仕様書に対する質問書）
仕様書等に対する質問書

令和　　年　　月　　日
　広島県議会事務局総務課長　 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
商号又は名称
代表者職氏名
	
連
絡
先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	担
当
者
	所　属
	

	
	
	氏　名
	

	
	
	メールアドレス
	



　業務名：　広島県庁舎議事堂食堂等の運営
　
	



質

問

事

項


	


















別記様式第４号（公募型プロポーザル参加資格確認申請書）

公募型プロポーザル参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日
広島県議会事務局総務課長　 様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
商号又は名称
代表者職氏名

	
連
絡
先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	担
当
者
	所　属
	

	
	
	氏　名
	

	
	
	メールアドレス
	



令和８年２月２日付で公告のあった公募型プロポーザルに参加したいので、必要書類を添えて申請します。
なお、地方自治法施行令第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること、公募型プロポーザル参加資格要件を満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

１　業務名：　広島県庁舎議事堂食堂等の運営
２　添付書類（　有　・　無　）
	書　類　名
	備　考

	会社パンフレット
	

	会社概要説明書
	様式２

	業務実績書
	様式３

	登記事項証明書
	写し可

	印鑑証明書
	

	財務諸表の写し（直前１カ年分）
	

	誓約書
	様式４

	広島県の納税証明書
	写し可

	消費税及び地方消費税（国税）の納税証明書
	写し可


　　 ※提出部数はいずれも１部
　　 ※添付書類についての詳細は、【資料１】令和８年度広島県庁舎議事堂食堂事業者の募集に係る公募型プロポーザル説明書　２⑴ を参照すること。
[bookmark: 様式5号]

別記様式第５号（公募型プロポーザル参加資格確認結果通知書）

公募型プロポーザル参加資格確認結果通知書


令和　　年　　月　　日

様


　　　　（契約担当職員）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付けで申請のあった公募型プロポーザル参加資格確認申請について、確認結果を次のとおり通知します。

	業　務　名
（又は調達物品の名称、
規格及び数量）
	広島県庁舎議事堂食堂等の運営

	公　告　日
	令和８年２月２日

	公募型プロポーザル参加資格
要件の適否
	適　・　否

	
	公募型プロポーザル参加資格要件に
適合しないと
認めた理由
	


注　公募型プロポーザル参加資格要件に適合しないと通知された者は、広島県議会事務局総務課に対してその理由説明を求めることができます。この説明を求める場合は、令和８年３月２日までに、その旨を記載した書類を提出してください。
[bookmark: 様式6号]

別記様式第６号の１（結果公表用様式）

公募型プロポーザル結果一覧

	業務名
（又は調達物品の名称、
規格及び数量）
	広島県庁舎議事堂食堂等の運営

	業務場所
（又は納入場所）
	広島県庁舎議事堂食堂

	履行期間
（又は納入期限）
	


	公募型プロポーザル結果
	商号又は名称
	総合値
	選定結果

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


※　公募型プロポーザル参加者の「評価基準に基づく評価項目別の総合値」（別記様式第６号の２）を作成し添付すること。
※「選定結果」欄は、決定された者の欄に◎を記載すること。



別記様式第６号の２（結果公表用様式）

評価基準に基づく評価項目別の総合値

	評　価　項　目
	配　点
	参加者別評価値

	
	
	
	
	

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	総合値（委員全員の評価値の合計）
	
	
	
	


※　別記様式第６号の１に添付すること。
※　「評価項目」の「配点」欄には、あらかじめ公表した各評価項目の配点に委員数を乗じた数値を記載し、「参加者別評価値」欄には、各委員の評価値の合計値を記載すること。
[bookmark: 様式7号]※　「総合値（委員全員の評価値の合計）」の「配点」欄には、配点の合計を記載し、「参加者別評価値」欄には、参加者別評価値の合計値を記載すること。

別記様式第７号（提案書の決定通知書）

提案書の決定通知書


令和　　年　　月　　日

様


　　　　（契約担当職員）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　業務名：　広島県庁舎議事堂食堂等の運営


　令和　　年　　月　　日付けで提案書を提出していただいたこの業務について、貴社の提案を最適であると認め、決定しました。


[bookmark: 様式8号]
別記様式第８号（提案書の非選定通知書）

提案書の非選定通知書


令和　　年　　月　　日


様


　　　　（契約担当職員）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　業務名：　広島県庁舎議事堂食堂等の運営


　令和　　年　　月　　日付けで提案書を提出していただいたこの業務について、貴社の提案は選定されませんでした。
　なお、選定されなかった理由について、広島県議会事務局総務課に対して説明を求めることができます。
この説明を求める場合は、令和８年３月１７日までに、その旨を記載した書類を提出してください。



別記様式第９号（結果報告書様式）
令和　　年　　月　　日

　広島県知事　様
（契約・調達管理課）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約担当職員

公募型プロポーザルの結果に係る報告書

公募型プロポーザルを実施したところ、提案書を提出した者が一となったため、物品調達・委託役務業務公募型プロポーザル事務処理要領第22項の規定により報告します。

	業務名
	広島県庁舎議事堂食堂等の運営

	業務場所
（又は納入場所）
	広島県庁舎議事堂食堂

	履行期間
（又は納入期限）
	

	手続の経過
	公告日
	令和　８年　２月　２日（月）

	
	参加資格確認申請期限
	令和　８年　２月２４日（火）

	
	説明会実施日
	令和　８年　２月    日（　）

	
	提案書提出期限
	令和　８年　３月　９日（月）

	同一業務の公募型
プロポーザル実施回数
	

	提案を求めた仕様の概要
	

	提案書を提出した者が
一となった経緯・理由
	

	今後の改善点
	



※　公告文、仕様書、評価基準、別記様式第６号の１「公募型プロポーザル結果一覧」及び別記様式第６号の２「評価基準に基づく評価項目別の総合値」を添付すること。



【様式１】
募集要領等に関する質問票

	会社名：

	担当部署：　　　　　　　　担当者：

	メールアドレス：

	電　　話：

	ＦＡＸ番号：



	№
	資　料　名　称
	該当頁
	該当行
	該　当　項　目

	

	
	
	
	

	質　問　内　容

	



	№
	資　料　名　称
	該当頁
	該当行
	該　当　項　目

	

	
	
	
	

	質　問　内　容

	



	№
	資　料　名　称
	該当頁
	該当行
	該　当　項　目

	

	
	
	
	

	質　問　内　容

	



【留意事項】
・令和８年３月２日（月）１７時００分までに提出してください。期限を過ぎたものは
受け付けません。
・原則として、電子メール又はファックスで送付してください。
（アドレス:　gikaisoumu@pref.hiroshima.lg.jp）
・質問項目が多い場合は、本様式を適宜複写して利用してください。
質問に対する回答は、令和８年３月４日（水）までに、質問者に対して回答します。

【様式２】
会社概要説明書

令和　　年　　月　　日
広島県議会事務局総務課長　 様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
連
絡
先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	担
当
者
	所　属
	

	
	
	氏　名
	

	
	
	メールアドレス
	



	会 社 名
代表者名
	

	所 在 地
	本　　社
	

	
	県内支社等
(県内に本社がある者は除く。)
	

	設立年月日
	　　　　年　　　月　　　日
(県内営業所等の設立年月日　　　年　　　月　　　日)

	資本金
	


	直近３年間の
年間売上高
	
	
	

	従業員数
	　　　　　　　　人
(県内営業所等の社員数　　　　　人)

	業務内容
	



	免許・資格等の有無※
	

	会社の特色
	




※　本募集等に関連する提案者の本社・生産工場等において、既に取得している免許や資格並びにその有資格者（調理士・栄養士等）の人数などを記載してください。
【様式３】
業務実績書

令和　　年　　月　　日
広島県議会事務局総務課長　 様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
連
絡
先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	担
当
者
	所　属
	

	
	
	氏　名
	

	
	
	メールアドレス
	



次のとおり、飲食店・食堂と同様の業務の実施を適正に行った実績があります。（広島県内外の飲食店、社員食堂、一般食堂などの経営業務の実績（直近３年以上）を記入してください。

	業務名
	発注者名及び担当部署
	業務の概要

	受注時期
	稼働期間
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	





【様式４】
誓 約 書

私は次の事項について誓約します。

記

１　暴力団等を排除する措置について
自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。また、県が必要とする場合には、広島県警察本部に照会することを承諾します。
⑴　役員等[個人の場合はその者を、法人の場合には役員又はその支店若しくは営業所（常時業務の委託契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下同じ。]が、集団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下「暴力団」という。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）である者
⑵　役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難されるべき関係を有していると認められる法人若しくは組合等を利用している者
⑶　役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
⑷　前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している者
⑸　経営に暴力団関係者の実質的な関与がある者
２　調査協力について
県が必要があると認めるときはいつでも、業務の実施状況などの報告を行い、実地に調査することを承諾します。
３　社会保険等の加入について
⑴　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務を履行します。
⑵　厚生年金保険法(昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務を履行します。
⑶　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務を履行します。

・上記１、２に違反した場合、既存の契約は解除となり、参加資格の認定は取り消されます。
・過失により上記３に違反した場合、ただちに是正してください。過失以外の場合又は是正しない
場合、既存の契約は解除となり、参加資格の認定は取り消されます。

令和　　年　　月　　日　　
[bookmark: _GoBack]広島県議会事務局総務課長 様
所在地
商号又は名称
（ふりがな）
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印



【様式５】
取　下　願　書

令和　　年　　月　　日
広島県議会事務局総務課長　 様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
連
絡
先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	担
当
者
	所　属
	

	
	
	氏　名
	

	
	
	メールアドレス
	



「広島県庁舎議事堂食堂事業者の募集に係る公募型プロポーザル」への参加について、都合により取り下げます。


【様式６】
　
行政財産使用許可申請書
　
令和　　年　　月　　日
　
広島県知事　様
　
	　
	申請人
住所
	


	
	氏名または名称および代表者氏名
	
　㊞


つぎにより財産を使用させてください。
	使用しようとする財産の表示
	名称
　
　

	
	所在
　
　

	
	明細
　
　

	使用目的
	　
　
　
　
　

	理由
	　
　
　



	期間
	令和　　８年　　４月　　１日から
令和　　９年　　３月　３１日まで


備考　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。


【様式７】
　
誓約書
　
	財産の表示
	名称
　

	
	所在
　

	
	明細
　

	使途
	　
　
　

	期間
	令和　　８年　　４月　　１日から
令和　　９年　　３月　３１日まで

	使用料
	　
　


令和　　年　　月　　日づけで許可を受けたこの財産を使用するについては、「広島県庁舎議事堂食堂事業者の募集に係る仕様書」並びに提出した「公募型プロポーザル参加資格確認申請書」、「企画提案募集に係る申請書」及び「企画書」に記載又は添付した使用目的、使用計画どおりの用途に使用し、行政財産使用規則および許可の条件を遵守します。

令和　　年　　月　　日
　
	　
	申請人
住所
	


	
	氏名または名称および代表者氏名
	
　㊞


広島県知事　様

備考　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。



【様式８】
現　状　変　更　承　諾　願

令和　　年　　月　　日　　　
 
　広 島 県 知 事 様

　　　　　　                    使　用　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　又は　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　および代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

　つぎのとおり現状を変更したいので承諾してください。
　なお、使用財産を返還する場合には、原状回復その他の処置ついて県の指示に従います。
	財 産 の
表    示
	名　称


	
	所　在


	
	明　細


	変更箇所
	変更前


	
	変更後


	理　　由
	


添付書類
　　　　変更箇所の変更前および変更後の図面
　　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。


【様式９】
財産返還書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　　　


　　広 島 県 知 事　様


　　　　　　　　　　　　　　使　用　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　又は　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　および代表者氏名　　　　　　　　　　　　　


つぎにより使用財産を返還します。
	財　産　の
表　　示
	名称


	
	所在


	
	明細
　

	使用期間満了
許可取消
	令和　　年　　月　　日

	返　　　還
年　月　日
	令和　　年　　月　　日


　　備考　１　不要の文字は消すこと。
　　　　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。

